
「２０４０年に向けたサービス提供
体制等のあり方」検討会

令和７年５月９日

学校法人柿沼学園 認定こども園こどもむら

理事長 柿沼 平太郎
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「2040年に向けたサービス提供体制
等のあり方」 検討会（第６回）

令和７年５月９日



学校法人柿沼学園 沿革
昭和50年 4月 学校法人柿沼学園 設立認可

昭和50年 4月 栗橋さくら幼稚園 設置認可（定員８０名 ２００名）

平成14年 4月 認可外保育所 チャイルドハウス開設

平成24年 4月 認定こども園こどもむら 設立認定

平成24年 4月 さくらのもり保育園 設置認可

平成24年 7月 子育て支援センター「森のひろば」設置

平成24年10月 絵本図書館「森の図書館」設置

子育て公園「あそびの森」設置

平成27年 4月 認定こども園栗橋さくら幼稚園 認定

認定こども園さくらのもり保育園 認可

地域型保育事業 こどもむら駅前保育園さくらのはな 設立

平成28年 3月 認定こども園こどもむら 栗橋さくら幼稚園 増築棟完成

平成29年 4月 こどもむら学童クラブ en-college設立

平成30年12月 企業主導型保育事業 こどもの塔保育園 設立

平成31年 4月 こどもむら保育園 さくらいろ 開園

令和元年 9月 こどもむら寺子屋はぴちる 解説

令和２年６月 学習支援事業 開始

令和２年８月 にじいろのおうち マタニティハウス・ベビールーム開設

令和４年４月 満３歳児+乳児塔「つぼみの塔」完成

令和４年６月 利用者支援事業「子育て案内所 えんむすび」 開始

令和５年３月 こども未来農業・コインランドリー事業開始

令和６年10月 児童育成支援事業 オハナのいえ・サクラシエ 開始
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“こどもむら”を中心として
子どもの誕生を喜び、子どもの成長を楽しめる社会へ

3

en-cafe・むすび堂

こどもむら駅前保育園 さくらのはな

さくらのもり保育園・森のひろば等
栗橋さくら幼稚園

スーパーマーケット・ドラッグストア等

小児歯科

小児科

en-college

企業主導型保育事業 こどもの塔保育園

こどもむら保育園 さくらいろ

つぼみの棟

こどもむら寺子屋はうす はぴちる

にじいろのおうち

子育て案内所 えんむすび（利用者支援事業）

久喜市伊坂地区

令和３年４月 久喜市人口 152,120人

伊坂地区人口久喜市人口年度（4月１日）

3,195154,224平成２８年度

3,249154,016平成２９年度

3,314154016平成３０年度

3,419153,714平成３１年度

3,561152,863令和 ２年度

3,611152,120令和 ３年度

グラウンド

サクラシエ

こども未来農園

ecランドリー
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“こどもむら”の目指す姿

「子どもの誕生を喜び、子どもの成長を楽しめる社会」を目標に、地域で暮らす
こども達の健やかな育ちの保障と親の子育てを支える施設、社会の創設を目指す。
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イメージ図

ビオトープ
じんだんぼうのやま

農業・販売所
コインランドリー

森の図書館
出張図書館

en-cafe 地域社会
（国・県・市を含む）

こどもむら
栗橋北彩高校

（保育実習等）

認定こども園こどもむら
栗橋さくら幼稚園

子育て支援センター
森のひろば

【家庭での子育て世帯】

認定こども園こどもむら
さくらのもり

児童育成支援事業
サクラシエ・オハナの家

駄菓子屋
むすび堂

学童保育
en-college

子育て支援訪問支援事業

子育て関連施設・地
域ボランティア等

自治会
おやじの会

こどもむら駅前保育園
さくらのはな

ホームスタート
こどもむら

企業主導型保育事業
こどもの塔保育園

こどもむら保育園
さくらいろ

こどもむら寺子屋
はぴちる

利用者支援事業
えんむすび

にじいろのおうち
マタニティハウス
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幼児教育・保育施設を中心とした切れ目のないワンストップサービス（こどもむら）

児童福祉機能

地域支援機能

学校教育機能

認定こども園２園

一時預かり
マタニティ
ハウス

子育て支援センター森のひろば
あそびの森・森の図書館

ホームスタート

小規模保育園２園
企業主導型保育園

満３歳児

延長保育

宿題カフェ 子どもの居場所

学童保育

子育て世帯訪問支援事業・地域協働室はぴちる フードパントリー等

サニタリーケア

保育実習
就職支援

資格取得支援

産前・産後 0歳 6ヵ月 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 小学生 中学生 高校生

トラスティ会議

認定こども園２園

駄菓子屋むすび堂 子ども食堂 こども未来農園 ecランドリー 子育て案内所 えんむすび（利用者支援事業）

学校関係者評価委員会
公開保育

ベビー
ルーム

ランドリー券
バウチャー券

おやじの会・保護者会

ベビーボックス

児童育成支援事業
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認定こども園こどもむら 栗橋さくら幼稚園・さくらのもり
小規模保育事業 さくらのはな・さくらいろ

０～５歳児が教育保育要領・保育所保育指針に基づいた保育を行い、同年齢の子ども達や保育者と生活する施設です。
関連施設の子ども達も一緒に活動したり、園庭に遊びにきたり、こどもむらのセンター的役割を果たしています。主体的
な“生活”と“遊び”を通して、生きる力を育むことを目指しています。
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こどもの塔保育園

本学園職員の福利厚生の一環で、平成３１年企業

主導型保育所開所 こどもの塔保育園をＪＲ宇都

宮線 栗橋駅前建設。職員の働きやすさの改善や、

人材確保等に力を発揮している。

平成２９年４月「こどもむら学童クラブ en-college
活動開始
子ども達が自ら考え、行動できる学童保育へ。委員会
を中心とした活動。

こどもむら学童クラブ

en-college
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森の図書館

森の図書館は森のひろばの中にあります。
絵本・児童書に加え、子育てや趣味の本、
女性誌等もそろえ、子どもと保護者の為
の図書館となっています。

子育て公園

あそびの森
近隣に公園が少ない地域なので、子ど
もと保護者の安心して遊び、集う場所
を提供しています。

子育て支援センター

森のひろば
森のひろばは、毎週月～土（９時３０分
～１４時３０分）に登録すれば毎日自由
に利用できます。年間述べ利用者数は例
年１万人以上
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こどもむらcafé 駄菓子屋 コインランドリー

en-café ＆ むすび堂 ＆ en-Laundry

まちの居場所とコミュニケーションツール
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こどもむら寺子屋はうす はぴちる
「学習支援事業宿題カフェ」

・基礎学力を身につける場所
・子どもが一人でも安心して利用できる場所
・地域で子どもを育て、見守る場所
・子ども達が時間を共有する場

ホームスタートこどもむら

久喜市のバックアップによるアウトリーチ型子育て支援
「ホームスタートこどもむら」

トラスティ：久喜市子育て支援課
栗橋保健センター
社会福祉士
保育・子育て支援関係有識者 等

オーガナイザー：３名
ビジター ：１２名 （平成３１年1月時点）

10



にじいろのおうち「マタニティハウス・ベビールーム」
令和２年９月開設。こどもむらの新しい施設

今後、必要とされるだろう現行の支援の隙間を埋める新たな居場所。

子どもだけでなく、多様な子育て支援、地域支援拠点。

産前ケア事業「マタニティハウス」、産後ケア事業「ベビールーム」開始
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関係機関連携と産前産後ケアの取り組み

「利用者支援事業 子育て案内所 えんむすび」

JR栗橋駅前にて、利用者支援の場を設置。子育て案内と関
係機関連携をはかり、地域社会とのつながり拠点へ

「ベビーボックス事業」

マタニティハウスにてベビーボックス事業を
開始。フィンランドで８０年もの間続いてお
り、伝統のあるベビーボックス事業を栗橋地
区にて展開。妊娠期からの子育て支援の充実
をはかる。
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利用者支援事業で繋がった縁から、地域連携事業と

して子育て環境の充実をはかる。フードパントリー、

こども食堂の協働開催、子どもの居場所の拡がりへ。

こども食堂・フードパントリー

ふるさと納税

児童育成支援事業・子育て世帯訪問支援事業

地域資源を利用した支援・農業・マルシェ・・・

令和６年１０月より児童育成支援事業２拠点開所。

子育て世帯訪問支援事業とともに地域の要保護家

庭や不登校に悩む子ども達の支援の場を提供。
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実践から感じている地域保育ユニット（新しい共同体）の有効性

子ども・子育て環境は、自治体とは異なる新しい
共同体の考え方が必要。その共同体の規模は生活
環境に近い形が望ましく、核は、専門性の高い保
育事業者が望ましいが、地域社会が担ことが前提。

【久喜市栗橋地区】
埼玉県久喜市・・・人口約１５万人

１年間の出生数 約９００人

久喜市栗橋地区・・・人口約２万８千人
１年間の出生数 約１４０人

【小学校数３校、保育所４園、小規模３園
認定こども園２園、幼稚園２園、学童３か所】

※１ユニット（単位例：３万人・１５０人）
（３万人・・５ユニット、１５０人・・６ユニット）

★都市部・・子ども数、生活環境により
ユニットを構成
※ 市区町村単位に限らない

★過疎地等・・子ども数等により広域の
ユニットを構成
※ 都道府県の広域調整が要
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【拠点】
利用者支援事業

（新）産前産後拠点
母子保健相談支援事業

産後ケア事業
居宅訪問型事業

児童育成支援事業
子育て世帯訪問支援事業

放課後等デイサービス
児童発達支援
病児保育事業

等々

ユニット（新しい共同体）のイメージ図

産前産後サポート事業
（新）産前産後の居場所

子育て支援拠点事業
子どもの居場所事業

（新）多世代交流拠点
乳幼児保育施設

放課後児童クラブ
等々

産前産後サポート事業
（新）産前産後の居場所

子育て支援拠点事業
子どもの居場所事業

（新）多世代交流拠点
乳幼児保育施設

放課後児童クラブ
等々

５０人

５０人

産前産後サポート事業
（新）産前産後の居場所

子育て支援拠点事業
子どもの居場所事業

（新）多世代交流拠点
乳幼児保育施設

放課後児童クラブ
等々２０人

【拠点】
利用者支援事業

（新）産前産後拠点
母子保健相談支援事業

産後ケア事業
居宅訪問型事業

児童育成支援事業
子育て世帯訪問支援事業

放課後等デイサービス
児童発達支援
病児保育事業

等々

【広域調整】
都道府県・市区町村

年間出生数150人・人口３万人

A市

B市

３０人

市町村
独自事

業

民間
独自
事業

市町村
独自事

業

民間
独自
事業

市町村
独自事

業

全ての子どものウェルビーイングへ

我が自治体の子ども・子育て政策

※育った環境や自治体等によって不利益が生まれない社会へ
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こどもむらの事業変化と久喜市伊坂地区における子ども人口

少子化地域における私立幼稚園の限界から、認定こども園への移行、子育て支援機能の強化をはかり、
行政や関係機関、地元住民の方々との連携をすすめ続けると、集合住宅誘致や開発等がなくとも、地
域の子ども数にも変化が影響をもつ可能性がある。

年度
昭和５０年 栗橋さくら幼稚園開園（定員80名）
昭和５２年 （定員200名）
昭和６２年
（～平成３４年３月３１日）

平成１３年
平成１４年 認可外保育所開所
平成２２年
平成２３年
平成２４年 認定こども園こどもむら開園
平成２５年 子育て支援センター開園
平成２６年
平成２７年 （新）認定こども園２園、小規模保育園
平成２８年
平成２９年 学童保育、駄菓子屋、カフェ開設
平成３０年 企業主導型保育園、小規模保育園開園

平成３１年 学習支援、地域支援事業開始
令和 ２年 マタニティハウス開始
令和 ３年 ベビールーム開始
令和 ４年 利用者支援事業「えんむすび」開始

旧栗橋町（伊坂地区）の概要等

伊坂地区区画整理事業開始

栗橋町小学校３校合併

久喜市へ合併

子ども子育て関連３法

子ども・子育て支援新制度施行

新子育て安心プラン作成

久喜市
出生率

１．０３（町）
１．１９
１．０９
１．１１
１．１３
１．２１
１．１１
１．１７
１．０９
１．０６

久喜市
0～4歳人口

５８４１
５８４４
５７３２
５７０８
５５５５
５４３８
５３９１
５４５６
５２０５
５１３０
４９９１
４８６７

伊坂地区
0～4人口

１５２
１５４
１７２
１６４
１７６
１６７
１８２
１８４

園児数
0～4歳

125名

208名

235名

319名

407名
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伊坂地区合計特殊出生率

備考久喜市公式久喜市栗橋地区伊坂地区年度

合計特殊
出生率

15歳～
49歳女
性人口

合計特殊
出生率

15歳～
49歳女
性人口

合計特殊
出生率

15歳～
49歳女
性人口

合計特殊
出生率

15歳～
49歳女
性人口

1.24264371.00290591.0753721.70799２０２０

1.05283771.04277431.0552561.37817２０２１

1.01278700.99275900.9750451.49868２０２２

0.94273091.01271450.9250391840２０２３

0.94269431.1451681.13895２０２４

※ 新型コロナウイルス感染症 ２０２０年１月～２０２３年３月
※ 栗橋地区区画整理事業（昭和62年～【35年間】）事業修了により令和4年（2022年）

本換地により女性人口増加 17



在園児数と職員体制

園児数（令和７年３月１日現在）

●認定こども園こどもむら 栗橋さくら幼稚園

１号 ２号 ３号
現員： １９８名  ９０名  ３５名 ３２３名
定員： １６５名 １０８名 ３３名 ２７３名

●認定こども園こどもむら さくらのもり

１号 ２号 ３号
現員：  １９名  ４６名  ３６名 １０１名
定員： １２名 ４５名 ３３名 ９０名

●こどもむら駅前保育園 さくらのはな（小規模）

現員 ２０名
定員 １９名

●こどもむら保育園 さくらいろ（小規模）

現員 １９名
定員 １９名

質の向上と多機能化を進めるための職員体制
（令和７年３月１日現在）

● 総 数 ：１４７名（２０歳～８２歳）

常勤職員 ： ８５名
非常勤職員： ６２名

【有資格者】１０６名
● 保育士・幼稚園教諭： ８９名 ● 学童指導員： ５名

● 助産師・看護師： ５名 ● 小学校教諭： ２名

● 栄養士： ４名 ● 社会福祉士： １名

【子育て支援員・事務員・調理員・運転手・園務員等】
● スタッフ： ４１名（内大学生３名）

離職率低下と人材育成体制

・多職種・キャリアを意識した研修制度
（管理委員会、人材育成委員会）

・養成校と連携した実習制度と新任研修制度
・法人内資格取得制度
・学園奨学金制度（県立高校等）
・保育士体験・保育実習（県立高校等）
・処遇改善と福利厚生と有給・育休取得等の向上
・出産、子育て、介護等生活の変化に応じた働き方 18


